
様々なしがらみから解き離れた観点から、独立のシンクタンクとして、大胆に社会に提言を行い、SDGs の達成と持続可能

な開発の構築に向け活動を行います。未来構想レターをお届けいたします。 

 

2021 年 11 月 29 日に発起のための社員総会

と理事会を開催し、社員総会で河村建夫氏、

富田茂之氏、増子輝彦氏の 3 氏を発起人社員

とし、生貝健二氏を監事とすることを決定し

ました。発起理事会では増子輝彦理事を代表

理事とすることと公証人の認証を受ける「定

款案」を決議しました。同日公証人認証を終

え、12 月 2 日に登記が完了し、一般社団法

人未来構想会議が設立されました。 

 

3 月 25 日には新橋第一ホテルで第一回理事

会と社員総会を開催しました。河村建夫理事

を会⾧に、富田茂之理事を副会⾧とし、新た

に 14 名が理事に就任しました。続けて事務

局体制の予定や活動の方向性などについて

協議しました。 

 

 

 

 

 

8 月 1 日に一般社団法人未来構想会

議の新事務所開きを行い、8 月 2 日

には河村建夫会⾧、増子輝彦理事

⾧、富田茂之副理事⾧によって、理

事会に付す具体的な事業概要の確

認と活動の方針を協議した。合わせ

て事務局⾧に楠本修が就任しまし

た。 

 

未来構想会議ホットライン 
 

（一社）未来構想会議に対するご意見・ご要望をお寄せください 

〒100-6015 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号霞が関ビル 15 階 JWD 内 

電話：03‐6625‐0723/ FAX:03‐6625‐0724 

E-mail: info@ffv.jp  https://ffv.jp/ 

未来構想レター創刊号（季刊） 
一般社団法人未来構想会議 

-Forum on Future Vision- 

2022 年 10 月 1 日 
ぜひホームページ https://ffv.jp/を訪問してください。 

役員一覧 

  氏 名   

会⾧・理事 河村 建夫 元衆議院議員 

理事⾧ 増子 輝彦 元参議院議員・元衆議院議員 

副理事⾧ 富田 茂之 元衆議院議員 

理事 伊藤 庄平  元労働事務次官 

理事 入澤 優公 医療法人社団 日新会 入澤病院 理事⾧ 

理事 大川 達也 株式会社アルテニカ  取締役副社⾧ 

理事 大久保 勉 元参議院議員、元久留米市⾧ 

理事 大久保 泰典 株式会社ライザンフォスターホールディングス 社⾧室⾧ 

理事 岡島 礼奈  (株)ALE 代表取締役 

理事 蒲生 篤実  元観光庁⾧官 

理事 蒲原 基道 元厚生労働事務次官 

理事 斉藤 鈴華  弁護士 

理事 谷口 久徳 株式会社ニラク 代表取締役社⾧ 

理事 樽見 英樹 元厚生労働省事務次官 

理事 塚脇 正幸 日本風力開発株式会社 代表取締役社⾧ 

理事 松本 千穂 医療法人博文会理事⾧ 

理事 由木 文彦  元復興事務次官 
   

監事 生貝 健二 元富士通株式会社 代表取締役副社⾧ 
   

事務局⾧ 楠本 修 日本大学講師 

 

 

〒100-6015 東京都千代田区霞が関三丁

目２番５号霞が関ビル 15 階 JWD 内 

電話：03‐6625‐0723/ FAX:03‐6625‐0724 

E-mail: info@ffv.jp 

事務所開き 

設立 



 

9 月 8 日に霞が関ビル 15 階会議室において第 2 回理事会が開催されました。楠本修事務局⾧が紹介されたのち、具体的

なアジェンダが提案されました。各理事より活発な意見交換が行われ、承認されました。特に、河村会⾧が、「これまで国会

議員として、増子先生達と原子力発電所からでる高レベル放射性廃棄

物最終処分場問題をはじめ、対処すべき問題が山積しているが、なか

なか先送りとなり誰も取り扱わない。未来構想会議として、これらの

問題に大胆な提言を行っていくことは、重要である」と挨拶しました。 

続いて増子理事⾧が、第一回理事会にご参加いただけなかった理事

の紹介を行い、さらにさらに、現在コロナなど問題山積であるが、理

事各位は各分野で見識をお持ちの方々で、その見識を活用していきた

い。SDGs を達成するためにもそれを必要としています。理事各位が

未来構想会議の活動にかかわってよかったと思える活動を行ってい

きたい、と述べました。 

最後に富田副理事⾧から、「政府の資金をあてにしないで自前の資

金で活動することが継続性につながる。未来構想会議も活動を継続す

ることで持続性を構築してほしい」、と閉会挨拶があり、閉会しました。 

 

１． 活動の方針：未来構想会議は、未来に向けて日本の経済、エネルギー、国土形成、観光、医療、福祉、人口等に関する

現状及び課題を調査研究し、諸外国との交流及び連携を図るとともに、大胆にその成果を提言し、政策を立案して日本

国民の幸福と SDGs の実現を目指すことで、日本の発展に寄与することを目的とした活動を行うこととする。 

 

２． 活動の具体的内容 

(ア) エネルギー関連 

① 原子力発電所使用済み高レベル燃料最終処分場 

② 東京電力福島第一原発事故に関わるトリチウム処理水処分 

③ エネルギー安全保障 

④ カーボンニュートラル実現 ＜再生可能エネルギー：洋上風力、風力、太陽光発電、地熱、蓄電、バイオマス発電、

エネルギーミックスの最適化について＞ 

(イ) 経済安全保障 

① 経済的活力 

(ウ) 人口減少 

① 社会保障 

② 地方創生 

③ 子ども・子育て支援 

④ 外国人問題（難民・移民・就労等） 

(エ) 感染症対策 

①  新型コロナ・サル痘などの新興感染症対策 

(オ) 安心・安全・活力のある国土形成に向けて 

① 国土強靭化の推進 

1. 災害対策・基盤整備および自然環境・地理条件を踏まえた強靭化 

2. 地域コミュニティーの再活性化と情報の活用による強靭化 

② 観光立国推進 

③ JR 赤字路線（公共交通等） 

(カ) 食料安全保障対策 

(キ) 人的資源 

(ク) 宇宙関連 

(ケ) その他 

 

活動の方針と具体的内容 

第 2回理事会 


